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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 6,377,191 5,829,666 6,211,530 6,467,842 6,367,760

経常利益 
又は経常損失(△) 

(千円) △95,224 △813 280,553 366,250 276,791

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(千円) △812,429 1,158,598 415,860 249,166 377,814

純資産額 (千円) 1,263,830 2,385,643 2,882,921 3,040,739 2,862,357

総資産額 (千円) 5,600,325 5,059,241 5,790,802 6,072,456 5,832,058

１株当たり純資産額 (円) 67.68 127.47 153.97 165.40 167.55

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △43.51 61.60 21.56 12.49 19.84

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 22.6 47.2 49.8 50.1 49.1

自己資本利益率 (％) △47.8 63.4 15.8 8.4 12.8

株価収益率 (倍) △1.56 1.14 6.96 20.18 35.28

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 240,377 106,978 338,724 337,159 259,748

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △118,234 1,498,033 △87,990 △260,976 292,511

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △171,980 △1,567,524 184,387 △216,011 △602,502

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 347,306 388,202 821,825 684,927 633,163

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
505 

〔93〕

479

〔58〕

448

〔97〕

386 

〔201〕

333

〔177〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 平成15年３月期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 6,056,038 5,584,197 5,866,161 6,149,780 6,087,370

経常利益 
又は経常損失(△) 

(千円) △176,340 56,836 233,337 246,652 277,678

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(千円) △859,990 1,226,993 348,864 176,699 412,278

資本金 (千円) 1,216,000 1,216,000 1,216,000 1,216,000 1,216,000

発行済株式総数 (株) 18,676,350 18,676,350 18,676,350 18,676,350 18,676,350

純資産額 (千円) 1,258,402 2,471,359 2,917,264 3,006,712 2,833,438

総資産額 (千円) 5,265,873 4,801,694 5,475,782 5,607,486 5,486,529

１株当たり純資産額 (円) 67.39 132.06 155.81 163.54 165.84

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

― 

(―)

2.0

(―)

3.0

(―)

3.5 

(―)

4.0

(―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △46.05 65.27 17.96 8.55 21.76

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.9 51.5 53.3 53.6 51.6

自己資本利益率 (％) △49.5 65.8 12.9 6.0 14.1

株価収益率 (倍) △1.48 1.07 8.35 29.49 32.17

配当性向 (％) ― 3.1 16.7 40.9 18.4

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕 

(人) 
242 

〔39〕

162

〔8〕

167

〔11〕

162 

〔9〕

162

〔8〕



２ 【沿革】 

  

  

昭和20年３月 株式会社村上工具製作所として、相模湖町(神奈川県)に設立 

昭和23年５月 日東電機株式会社に商号変更 

昭和26年９月 春日電機株式会社に商号変更 

昭和28年３月 本社及び工場を三鷹市(現在)に移転 

昭和31年５月 電磁開閉器生産開始 

昭和33年10月 大阪営業所開設 

昭和35年２月 制御機器生産開始 

昭和36年６月 配・分電盤、制御盤設計製作開始 

昭和36年７月 東京営業所開設 

昭和39年５月 名古屋営業所開設 

昭和42年７月 東京中小企業投資育成株式会社の資本参加を受ける 

昭和44年３月 福岡営業所開設 

昭和45年３月 辰野工場(長野県上伊那郡辰野町)を新設 

昭和48年８月 当社株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和53年６月 大宮営業所開設(現・さいたま営業所) 

昭和62年９月 株式会社 日信興産を設立(現・連結子会社) 

昭和63年５月 タイ国にSIAM ORIENT ELECTRIC CO.,LTD.を設立(現・連結子会社) 

平成６年８月 中国西安に西安春日電機有限公司を設立(現・連結子会社) 

平成７年５月 春日システムサービス株式会社を設立(現・連結子会社) 

平成９年５月 JIT(ジャストインタイム)生産体制導入 

平成９年10月 株式会社日信興産ISO9002認証取得 

平成15年７月 タイ国にKASUGA ELECTRIC (THAILAND) CO.,LTD.を設立(現・非連結子会社) 

平成15年12月 本社、辰野工場及び連結子会社株式会社日信興産にてISO14001認証取得 



３ 【事業の内容】 

当社グループは当社、連結子会社４社及び非連結子会社１社より構成されており、「接続機器及び盤用資材」、

「開閉器及びスイッチ」、「電源、電子機器及び計測器」、「制御盤及びシステム機器」の製造、販売を主な事業と

しております。 

なお、次の５部門について当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載し

ております。事業部門別の事業内容及び当社と連結子会社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。 

また、当社グループの新製品が増加していく中で、従来の事業部門に適合し難い部分が出てきたため、当連結会計

年度より事業部門及び事業部門名の見直しを行っております。事業部門別の主な内訳は次のとおりであります。 

  

 (ご参考) 

従来の事業部門別の主な内訳は次のとおりであります。 

  

  

接続機器及び盤用資材部門 …… レール式端子台・組式端子台・ねじなし端子台・インターフェ

ース端子台等各種端子台、各種盤用パーツ。 

開閉器及びスイッチ部門 …… 電磁開閉器、動力用押釦開閉器、操作用押釦開閉器、コントロ

ールユニット、パイロットランプ。 

電源・電子機器及び計測器部門 …… トランス、海外規格トランス、電流リレー・漏電リレー・液面

リレー等各種検出リレー、安全リレーソケット、監視ネットワ

ーク、パネル用計器(電流計、電圧計)、計器用変流器、インバ

ータ。 

制御盤及びシステム機器部門 …… 各種制御盤・配電盤等。 

開閉器部門 …… 電磁開閉器、動力用押釦開閉器。 

制御機器部門 …… レール式端子台・組式端子台・ねじなし端子台・インターフェ

ース端子台等各種端子台、操作用押釦開閉器、コントロールユ

ニット、パイロットランプ、トランス、海外規格トランス、各

種盤用パーツ。 

電子応用機器及び装置部門 …… 電流リレー・漏電リレー・液面リレー等各種検出リレー、安全

リレーソケット、監視ネットワーク、インバータ。 

計測器部門 …… パネル用計器(電流計、電圧計)、計器用変流器。 

制御盤部門 …… 各種制御盤・配電盤等。 

事業区分 会社名

接続機器及び盤用資材 
春日電機 株式会社
株式会社 日信興産 
SIAM ORIENT ELECTRIC CO.,LTD.(タイ国) 

開閉器及びスイッチ 
春日電機 株式会社
株式会社 日信興産 
SIAM ORIENT ELECTRIC CO.,LTD.(タイ国) 

電源・電子機器及び計測器 
春日電機 株式会社
株式会社 日信興産 
西安春日電機有限公司(中国) 

制御盤及びシステム機器 春日電機 株式会社
春日システムサービス 株式会社 



 
  
    (注) ※連結子会社 

  

なお、西安春日電機有限公司は平成17年８月22日付で、中国深圳康沃電気技術有限公司へインバータ部門を営業譲

渡しております。譲渡価額は102百万円(７百万元)です。 

  



４ 【関係会社の状況】 

連結子会社 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、部門別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社に該当しております。 

３ 連結財務諸表の売上高に占める上記各連結子会社の売上高の割合が100分の10以下であるため、主要な損益情報等の記載

を省略しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 当連結会計年度において、従業員数が前連結会計年度に比べ53名減少しておりますが、主として在外連結子会社西安春日

電機有限公司のインバータ事業を営業譲渡したためであります。 

３ 当連結会計年度より事業部門を見直し変更しております。事業部門の変更内容については、「第１ 企業の概況 ３ 事

業の内容」に記載しております。 

  

名称 住所 
資本金又は
出資金 
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％) 

関係内容 

株式会社日信興産 
(注)２ 長野県辰野町 60,000

接続機器及び
盤用資材 
  
開閉器及び 
スイッチ 
  
電源・電子機 
器及び計測器 

100.0

当社の接続機器、開閉器を
製造しています。当社所有
の土地、建物を賃借してい
ます。当社より資金援助と
債務保証を受けています。 
役員の兼任２名 

SIAM ORIENT 
ELECTRIC CO.,LTD. 
(注)２ 

タイ国 
チョンブリ県 

千バーツ
100,000 

接続機器及び
盤用資材 
  
開閉器及び 
スイッチ 

80.0

当社の接続機器、開閉器を
製造しています。当社より
債務保証を受けています。
役員の兼任１名 

春日システムサービス 
株式会社 東京都三鷹市 10,000

制御盤及び
システム機器 100.0

当社の制御盤を製造販売し
ています。当社賃借の建物
を賃借しています。当社よ
り資金援助を受けていま
す。役員の兼任２名 

西安春日電機有限公司 中国陝西省
千元
3,122 

電源・電子機
器及び計測器 60.6

当社の電源・電子機器を製
造販売しています。役員の
兼任３名 

主要な事業部門の名称 従業員数(人)

接続機器及び盤用資材 
134 
〔98〕 

開閉器及びスイッチ 
105 
〔70〕 

電源・電子機器及び計測器 
35 
〔8〕 

制御盤及びシステム機器 
32 
〔1〕 

全社(共通) 
27 
〔0〕 

合計 
333 
〔177〕 



(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社は以下の組合に所属しております。なお、連結子会社には、労働組合はありません。 

１ 所属団体及び名称   JAM 

２ 組合員数       134人 

３ 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

162〔8〕 40.1 16.8 5,217,349



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、長期に渡ったデフレも次第に終息に向かっていると考えられ、雇用情勢

も回復する中、明るさが増していると考えられます。企業業績の回復を背景に株価も急伸しており、実体経済も特

に製造業を中心とした民間設備投資が好調に推移していることが経済を牽引しています。大企業を中心とした自動

車、半導体あるいは液晶などのデジタル家電関連などエレクトロニクス分野が引き続き堅調であり、中堅中小企業

の景況感もやや遅れて改善しつつあります。海外生産の拡大も続く一方で、一部大手メーカーによる高付加価値品

あるいは高度技術集約製品の国内生産への回帰・拡大という機運も設備投資増加の追い風となっています。しかし

ながら、財政再建が叫ばれている中、政府による公共事業、官公需の伸びは限られていること、原油高、素材高に

よるコスト圧迫要因があることが、今後のリスクとして認識されます。 

このような状況にあって当社グループは、お客様に満足とサービスを提供することを基本姿勢として、お客様に

とって無くてはならない存在になるため、お客様の声を理解し社内共有化に努め「ものづくり」を進めておりま

す。お客様訪問に特に力を入れ、そこで収集したお客様のニーズを取り込んだ新規製品や改良製品等のお客様への

ご提案(フィードバック)を繰り返し、徐々に新規お客様からの引き合いや受注にもつながってきております。特に

当社グループの主力である「接続機器及び盤用資材」部門においては、継続的に注力している端子台の新シリーズ

「ねじなし端子台(クラッチロック)」やインターフェース端子台等の機種増強を進め、堅調に売上を伸ばしまし

た。また、「開閉器及びスイッチ」部門においてはペンダントスイッチ、ホイスト用押釦開閉器、「電源・電子機

器及び計測器」部門においてはトランス、海外規格トランス等既存製品の市場拡大、新規製品の販売強化に努め、

市場の回復感も相俟って前連結会計年度売上を上回りましたが、「制御盤及びシステム機器」部門においては価格

競争の激化や、半導体製造装置関連ユーザー向け制御盤の低迷により、前連結会計年度売上を大きく下回りまし

た。 

一方、生産面では原油価格の高騰が続いている中、原材料及び部材の値上げによる製造原価に及ぼす影響が懸念

されますが、コスト抑制・低減を目的に部材の見直しや更なる製造工程の見直しに注力してまいりました。また、

JIT(ジャストインタイム)をベースとした経営のスリム化、限られた経営資源の得意事業への重点投資、海外を含む

子会社への集約化等による生産の効率化を図り、利益の確保に努めました。 

  

この結果、当連結会計年度の業績につきましては売上高は6,367百万円(前連結会計年度比1.5％減)、利益につい

ては営業利益が259百万円(前連結会計年度比27.7％減)、経常利益が276百万円(前連結会計年度比24.4％減)とな

り、特別利益においては投資有価証券売却益を168百万円、特別損失においては当社工場の一部にアスベスト含有が

確認されたため、解体撤去工事を実施しその費用72百万円をそれぞれ計上し、また、繰延税金資産の回収可能性の

見直しを行った結果、繰延税金資産を新たに165百万円計上し、当期純利益は377百万円(前連結会計年度比51.6％

増)となりました。 

  



(2) 企業集団の部門別売上の概況 

① 事業部門別の業績は次の通りであります。 

なお、当連結会計年度より事業部門を見直し変更しております。事業部門の変更内容については、「第１ 企

業の概況 ３ 事業の内容」に記載しております。 

  

1) 接続機器及び盤用資材部門 

接続機器及び盤用資材部門は、新規シリーズのねじなし端子台(クラッチロック)が新規ユーザーからの採用も

含め堅調に売上が伸長し、設備投資の回復基調により、主力のレール式端子台、インターフェース端子台、盤用

資材もほぼ堅調な売上の推移をみせ、部門全体としては売上高2,270百万円(前連結会計年度比6.5％増)となりま

した。 

  

2) 開閉器及びスイッチ部門 

開閉器及びスイッチ部門は、設備投資の回復基調により、ホイスト用押釦スイッチ等動力用押釦開閉器や操作

用押釦開閉器は売上を伸ばしましたが、電磁開閉器においては一般市場の回復の遅れ及び在庫調整による発注先

送り等で、部門全体としては売上高2,026百万円(前連結会計年度比1.4％増)となりました。 

  

3) 電源・電子機器及び計測器部門 

電源・電子機器及び計測器部門は、トランス及び海外規格トランスの品揃えにより電源機器は堅調に売上が伸

長しましたが、計測器は微増、電子機器においては特定ユーザー向け製品が伸び悩み、全体としては売上高1,286

百万円(前連結会計年度比1.4％減)となりました。 

  

4) 制御盤及びシステム機器部門 

制御盤及びシステム機器部門は、価格面で依然厳しさが続いていること、また、半導体製造装置関連ユーザー

向け制御盤が大きく減少し、部門全体としては売上高783百万円(前連結会計年度比24.1％減)となりました。 



② 所在地別セグメントの概要はつぎのとおりであります。 

1) 日本地域 

日本国内は、民間設備投資の回復感が見られるなか、主力製品である端子台を中心とした「接続機器及び盤用

資材」、「開閉器及びスイッチ」は堅調に売上を伸張させましたが、「制御盤及びシステム機器」においては引

き続く価格競争の激化や半導体製造装置向け制御盤が前連結会計年度売上を大きく下回りました。その結果、売

上高は6,214百万円(前連結会計年度比1.3％減)、営業利益は268百万円(前連結会計年度比15.6％減)となりまし

た。 

  

2) 東南アジア地域 

シンガポール、フィリピン、タイを中心に拡販に努めましたが、在庫調整局面等も見られ結果として、売上高

は153百万円(前連結会計年度比9.8％減)、営業利益は△14百万円(前連結会計年度44百万円)となりました。 

主な販売製品は電流リレー(電源・電子機器及び計測器)、端子台(接続機器及び盤用資材)、ホイスト用押釦ス

イッチ(接続機器及び盤用資材)であります。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、自己株式の取得などがあったため、前連結会計年

度に比べ51百万円の減少となり、当連結会計年度末残高は633百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動による資金は前連結会計年度と比較すると77百万円減少しております。これは

主に営業利益の減少に加え、法人税等の支払い額171百万円によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動の資金は前連結会計年度と比較すると553百万円の収入増となりました。これ

は、主に投資有価証券の売却による収入323百万円や営業譲渡による収入68百万円が、当連結会計年度では発生して

いるためであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動による資金は前連結会計年度と比較すると386百万円の支出増となりました。こ

れは長期借入金の収入が350百万円発生しましたが、自己株式の取得による支出581百万円等によるものでありま

す。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当連結会計年度より、事業部門の区分方法を変更しております。また、前年同期比較にあたり、前連結会計年度分を変更

後の区分に組替えて行っております。 

  

(2) 商品仕入実績 

当連結会計年度における商品仕入実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当連結会計年度より、事業部門の区分方法を変更しております。また、前年同期比較にあたり、前連結会計年度分を変更

後の区分に組替えて行っております。 

  

(3) 受注状況 

当社グループの製品は、過去の販売実績、販売計画等に基づいた見込生産が主であるため、記載を省略しており

ます。 

  

(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 総販売実績に対して、10％以上に該当する販売先はありません。 

３ 当連結会計年度より、事業部門の区分方法を変更しております。また、前年同期比較にあたり、前連結会計年度分を変更

後の区分に組替えて行っております。 

  

事業部門の名称 金額(千円) 前年同期比(％) 

接続機器及び盤用資材 2,791,255 107.5 

開閉器及びスイッチ 2,234,408 105.9 

電源・電子機器及び計測器 474,431 85.4 

制御盤及びシステム機器 753,312 76.0 

計 6,253,406 100.0 

事業部門の名称 金額(千円) 前年同期比(％) 

接続機器及び盤用資材 135,039 85.2 

開閉器及びスイッチ 110,574 103.9 

電源・電子機器及び計測器 630,584 106.0 

制御盤及びシステム機器 40,951 107.5 

計 917,148 102.2 

事業部門の名称 金額(千円) 前年同期比(％) 

接続機器及び盤用資材 2,270,942 106.5 

開閉器及びスイッチ 2,026,634 101.4 

電源・電子機器及び計測器 1,286,391 98.6 

制御盤及びシステム機器 783,493 75.9 

計 6,367,760 98.5 



３ 【対処すべき課題】 

今後の当社グループを取り巻く経営環境を展望すると、国内経済については、民間設備投資が引き続き堅調である

ことが予想され、また当社が主要顧客としている中小製造業においても本格的に投資を再開しつつあると言えます。

また、外需については拡大の続く中国などアジア主要国は比較的順調ですが、好調であった北米においては欧州経済

同様、今後減速・停滞するリスクをもっていることが考えられます。 

このような状況下、当社グループが対処すべき当面の課題としては、次の様な事項が挙げられます。 

  

1) 雇用情勢が企業にとって不利になりつつある中、今後の業績向上のために最も必要とされる人材の育成に関し

て、教育制度の充実など中長期的な投資を継続的におこないます。当面、専門部署を新設し、体系の構築をおこ

ない、教育プランを試行的に実施しながら数年かけてより良いものにしていきたいと考えます。 

  

2) 当社は利益の追求のみならず、オープンでフェアな企業風土を築くことでコーポレート・ガバナンスを確立し

ていきたいと考えます。コンプライアンスの強化はもちろんのこと、今後一般的になると思われる内部統制・CSR

(企業の社会的責任)などの考え方・手法についても導入を検討していきたいと考えます。 

  

3) 環境マネジメントシステムISO14001をベースに、従来からの継続的改善をおこなっています。全製品に関して

RoHS６物質規制への対応をおこなっていますが、規制物質数はさらに増える見込であり、また最近では石綿(アス

ベスト)に関して、過去出荷製品及び当社工場の建材などについて緊急事項として最優先に対応を実施していま

す。 

  

4) 国内生産拠点においてはマザー工場化への投資をおこなうと共に、タイを中心とした海外生産拠点の拡充によ

る海外生産の拡大を引き続きおこない、海外生産比率30％以上を目標としています。また製品のOUT-OUTの増加に

対応するため、タイにおける販売現地法人KASUGA ELECTRIC (THAILAND) CO.,LTD. の設立、ジャカルタ駐在事務

所の開設に続いて、その他の国においても営業駐在拠点などの整備を検討していきます。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現

在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 経済状況について 

当社グループが製造販売している製品は、電材、制御機器、工作機械等の市場における経済状況の影響を受けて

おります。当社グループは製品の主要な市場における景気の後退及びこれに伴う需要の縮小は、当社グループの業

績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 価格競争について 

当社グループの属している電気機器業界の競争は、大変厳しいものとなっております。競合他社が低廉な材料や

労働力を使い、当社グループと同種の製品を当社グループより低価格で販売した場合、当社グループの売上は悪影

響を受ける可能性があります。 

  

(3) 海外生産について 

当社グループは、競争力のある製品の製造コスト削減のために、タイ国チョンブリ県に製造子会社をおいており

ます。しかし、タイ国における政情変化、経済情勢の変化等予期できない事象により事業の遂行に支障を及ぼす可

能性があります。これらの事象は当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 製品の欠陥について 

当社グループは、ISO9001の品質管理基準に従って各種製品を製造しております。しかし、すべての製品について

欠陥が無く将来にわたって製造物賠償責任が発生しないとも限りません。製造物責任賠償については保険に加入し

ておりますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできる保証はありません。従って、多額のコス

トや当社グループの評価にも影響を与え、業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

在外連結子会社西安春日電機有限公司は中国深圳康沃電気技術有限公司へインバータ事業を平成17年８月22日付に

譲渡する契約を締結し、平成17年８月22日付で営業譲渡いたしました。 

① 譲渡の目的 

当社グループにおいて、中国におけるインバータ事業に有益性が乏しくなったため。 

② 譲渡先 

 中国深圳康沃電気技術有限公司 

③ 譲渡した事業の内容及び規模 

内容：インバータ事業 

規模：直近期の売上高 66百万円(自平成17年１月１日 至平成17年６月30日) 

④ 譲渡した資産・負債の額 

営業譲渡日現在の当該事業に関する資産及び負債 

 資産(売掛金、棚卸資産、建物等) 131百万円 

 負債(買掛金等) 34百万円 

⑤ 譲渡価格 

 102百万円 

  

６ 【研究開発活動】 

当社の当連結会計年度の研究開発活動は、部門別には①コンポーネント設計、②研究開発の２つに分けて進めたい

と考えています。 

当社としてはニッチでかつ独自のマーケティング手法による市場分析をおこないながら開発させることを優先させ

ると共に、中長期的な柱を作るべく新規事業を開発するための努力をおこなっていきたいと考えています。 

  

１ 機器設計 

① 接続機器という端子台より広義の製品群を開発の対象としていきます。ユーザー側では省配線・省工数の要望

が高まっており各種の接続方式を開発段階で比較検討し、使いやすい製品をユーザーの実地評価を得ながら製品

化しています。PLC周辺機器として使用されることの多いインターフェース端子台、従来型のネジを使用せずワン

タッチで接続することのできるクラッチロック(ネジなし)端子台などのバリエーションの開発をしており、昨今

当社からの提案製品に対し大手ユーザー各社様から多数のご採用をいただいています。 

② ペンダント型スイッチ 

  クレーン操作用などに定評のある当社ペンダント型スイッチに、コピー製品対策及び海外市場におけるシェア

拡大のための新タイプの開発及び車両用、介護用など用途開発品に注力します。 

③ 海外規格トランス 

  UL(Underwriters Laboratories Inc)、CE(EC諸国における自己宣言マーク)など北米・欧州の海外規格を取得し

た電源トランスのシリーズをすでに投入しており、現在好調な工作機械・半導体製造装置メーカー等からの需要

に対して対応していきます。 



④ レベル計シリーズ 

  タンク底面から液面レベル計測を目的とした超音波応用のセンサーの半導体製造装置用の製品開発に加えて、

従来からラインナップされている各種方式のレベル計を用途開発をしながらシリーズ化を図っていきます。 

２ 研究開発 

① 安全事業 

  新規事業の一環として、今後日本においても市場拡大が見込める安全(セーフティ)の分野における機器開発を

おこなっていきます。 

② ネットワーク事業 

  C-MOS小型カメラなどを使用し、応用範囲がセキュリティから機械の監視まで幅広くなってきた映像とネットワ

ークの分野でシステムを開発していきます。 

  なお、当連結会計年度における研究開発費は、52,981千円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積もり 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。特に以下の重要な会計方針及び見積もりが、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼ

すと考えております。 

① 繰延税金資産 

前連結会計年度までは、原材料の高騰による材料費高等が当社グループの利益を圧迫するという懸念材料も存

在し、当連結会計年度の利益確保の実現が不透明であったため、長期繰延税金資産の大半が評価性引当額として

控除されておりましたが、当連結会計年度も利益確保が実現でき、これで４期連続の利益計上となったため、長

期を含めた繰延税金資産の計上が可能となりました。このため新たに165,078千円計上しております。 

② 退職給付債務 

平成13年３月期から退職給付に係る会計基準を適用しており、会計基準変更時差異(889,980千円)については、

平成13年３月期から15年による按分額を費用処理し、また数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(８年)による定額法により発生時の翌連結会計年度から費用処

理しているため、これらは当社グループの業績に影響を与えていきます。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、エレクトロニクス分野における国内民間設備投資等の回復基調に

支えられ、主力部門である「接続機器及び盤用資材」部門では「ねじなし端子台」や「インターフェース端子台」

の機種増強等販売強化が功を奏し堅調に売上が伸長しましたが、「制御盤及びシステム機器」部門では引き続く価

格競争の激化や半導体製造装置ユーザー向け制御盤の低迷により、前連結会計年度に比べ売上高が1.5％減となりま

した。また、生産面ではJITを基本とした経営の効率化、海外子会社への生産集約化を推進ましたが、経常利益は前

連結会計年度比24.4％減となりました。特別利益は有価証券売却益、特別損失では工場建材の一部にアスベスト含

有が確認された為この解体撤去費用をそれぞれ計上し、また、経常状況が引き続いて良化していることから繰延税

金資産の増額計上に至り、当期純利益は前連結会計年度比51.6％増となりました。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループを取り巻く事業環境は非常に競争が激しく、電子応用機器及び制御盤の需要は毎年大きく変動しが

ちであります。また、原材料の値上げ等による利益に及ぼす影響は極めて大きいと予測されます。 

  



(4) 経営戦略の現状と見通し 

当社グループが、お客様にとって常に良きパートナーであることを目指し、経営資源のスリム化及び得意事業へ

の有効活用、JITをベースとする生産面の更なる効率化、並びにマーケティング手法による市場分析結果に基づく開

発テーマの選択と開発のスピード化の実現に注力し、市場ニーズに合わせた製品造りに努めていきます。特に当社

の得意事業である各種端子台を中心とする「接続機器及び盤用資材」部門と、ホイスト用押釦スイッチや動力用及

び操作用押釦スイッチ等の「開閉器及びスイッチ」部門においては、これまでに培った固有技術を活かし、更には

市場ニーズを捉えたバリエーションのある開発・改良を進めていきます。また、今後において国内外に需要拡大が

見込まれる安全事業、ネットワーク事業等において、当社グループの固有技術を活かした独自の製品開発に取り組

んでいきます。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況は、全体としては前連結会計年度に比べ51百万円のキャッシュ・フローが減少している

状況であります。これは営業活動によるキャッシュ・フローが法人税等の支払い額の増加等により、前連結会計年

度に比べ77百万円減少したものの259百万円のキャッシュを得ており、さらに投資活動によるキャッシュ・フローで

は主に投資有価証券の売却による収入等により553百万円の増加、財務活動によるキャッシュ・フローでは主に長期

借入金収入が350百万円発生しましたが、自己株式の取得による支出により581百万円減少したこと等により386百万

円の減少となりました。流動性については資産と負債の満期スケジュールをモニタリングしながら、国内の金融機

関からの調達をコントロールすることによって管理しています。調達した資金は、新たな資産の取得、あるいは負

債その他の支払債務の償還に使われています。営業上の資金ニーズや資金繰りを見極めながら、必要な時に必要な

資金調達が行えるよう努めています。 

  



(6) 経営者の問題意識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

りますが、ここ数年の世界的な電気制御機器事業のビジネス環境の変化を鑑みると、当社グループを取り巻く事業

環境はさらに厳しさを増すことが予想されます。当社グループとしては専門的なメーカーとしてお客様の声(ニー

ズ)を捉え、お客様の視座に立ったものづくりを基本姿勢とし、商品群も更に専門性、独自性を高めたいと考えてお

ります。更に激変する経営環境に対してすばやく対応できる機動性のある企業体質に転換してゆきたいと思ってお

ります。そのための基本方針として、以下の事項を推進していきます。 

1) 顧客満足 

  

2) 人材育成 

  

3) コーポレート・ガバナンスの強化 

  

4) スピード化 

  

5) 製品・事業の集中化 

  

6) グローバル化 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、産業機器分野における専門メーカーとしてこれまでに培った固有技術を制御機器等に活かすこと

を基本的コンセプトとし設備投資を行ってまいりました。 

当連結会計年度の設備投資は、市場におけるお客様の声を捉え、お客様のニーズに対応することを優先目標として

新製品開発及びモデルチェンジに伴う金型並びに製造治工具の取得であり84,748千円を投資いたしました。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

  

(3) 在外子会社 

平成18年３月31日現在 

  
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は工具、什器備品及び建設仮勘定を含んだ合計額であります。 

なお、金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 提出会社の辰野工場中には、㈱日信興産に貸与中の設備を含んでおります。 

３ ㈱日信興産の辰野物流センターは、提出会社に貸与しております。 

４ 現在休止中の主要な設備はありません。 

５ 上記の他、以下のものがあります。 

  連結会社以外からの主要な賃借設備 

提出会社 
  

６ 従業員数の〔  〕は臨時雇用者数を外数で記載しております。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門の 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社 
(東京都三鷹市) 
(注)１ 

全社(共通) 
その他の 
設備 

13,587 14,545 ― 109,956 138,089 
43
〔1〕

辰野工場 
(長野県辰野町) 
(注)１、２ 

接続機器及 
び盤用資材 
  
開閉器及び 
スイッチ 

生産設備 145,020 21,393
70,086

(12,656.34)
36,470 272,971 

20
〔2〕

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業部門 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

㈱日信 
興産 
(注)１ 

伊北工場 
(長野県 
辰野町) 

接続機器 
及び 
盤用資材 
  
開閉器 
及び 
スイッチ 

生産設備 42,187 3,177
134,125

(4,687.49)
1,341 180,832 

6
〔7〕

㈱日信 
興産 
(注)３ 

辰野物流 
センター 

販売業務 販売設備 51,505 ―
48,934

(1,710.17)
― 100,439 

14
〔2〕

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業部門 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

SIAM 
ORIENT 
ELECTRIC 
CO.,LTD. 
(注)１ 

本社工場 
(タイ国 
チョンブ
リ県) 

接続機器 
及び 
盤用資材 
  
開閉器 
及び 
スイッチ 

生産設備 38,398 24,687
48,572
(15,904)

50,867 162,526 
104
〔113〕

事業所名 
(所在地) 

事業部門の名称 設備の内容
従業員数
(人) 

年間リース料 
(千円) 

本社 
(東京都三鷹市) 

全社(共通) 電算設備 14 62,620



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備投資については、需要予測、生産計画、利益計画等を総合的に勘案の上計画しております。設

備計画は原則的に提出会社が策定しております。 

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等に係る投資予定額は、185,670千円でありますが、その所

要資金は自己資金をもって充当する予定であります。 

  

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等は特に予定しておりません。 

  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業部門 
の名称 

設備の
内容 

投資予定
金額 
(千円) 

資金調達
方法 

着手及び 
完了予定年月 完成後の

増加能力 
着手 完了 

春日電機㈱ 
辰野工場 

長野県 
辰野町 

按続機器 
及び盤用資材 

金型 121,200 自己資金 平成18.４ 平成19.３ 

大幅な生産

能力の増加

はありませ

ん。 

〃 〃 
開閉器
及びスイッチ 

樹脂成形機 5,900 自己資金 平成18.４ 平成19.３ 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 18,676,350 18,676,350
東京証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 18,676,350 18,676,350 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 平成２年５月18日に、平成２年３月31日現在の株主に対し、１株につき0.05株の割合をもって無償で新株式を発行致しまし

た。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式1,724,016株は「個人その他」の欄に1,724単元及び「単元未満株式の状況」の欄に16株含めて記載してありま

す。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が25単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式1,724千株(9.23％)があります。 

２ 前事業年度では、主要株主でなかった株式会社バナーズは、当事業年度末現在は主要株主となっております。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成２年３月２日 889 18,676 ― 1,216,000 ― 615,181

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

0 10 13 74 8 0 1,565 1,670 ―

所有株式数 
(単元) 

0 2,128 223 4,971 123 0 10,959 18,404 272,350

所有株式数 
の割合(％) 

0 11.56 1.21 27.01 0.67 0 59.55 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社バナーズ 埼玉県熊谷市石原１丁目102番地 2,257 12.08

春 日 一 雄 東京都武蔵野市 1,573 8.43

春 日 尚 雄 東京都武蔵野市 1,153 6.18

株式会社東京都民銀行 東京都港区六本木２丁目３番11号 836 4.48

株式会社宮入バルブ製作所 東京都中央区銀座西１－２ 567 3.04

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 519 2.78

日本バルブ販売株式会社 
東京都渋谷区恵比寿１丁目８－６
共同ビル５Ｆ 

439 2.35

東京海上日動火災保険株式会
社 

東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 392 2.10

春日電機共栄会 東京都三鷹市下連雀６丁目１番33号 379 2.03

春 日 圭 子 東京都武蔵野市 318 1.71

計 ― 8,436 45.17



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が25,000株含まれております。また議決権の

数の欄には、証券保管振替機構名義の議決権の数25個は含まれておりません。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式 

1,724,000 
― ― 

完全議決権株式(その他)(注) 
普通株式 

16,680,000 
16,655 ― 

単元未満株式 普通株式 272,350 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 18,676,350 ― ― 

総株主の議決権 ― 16,655 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
春日電機株式会社 

東京都三鷹市 
下連雀６―１―33 

1,724,000 ― 1,724,000 9.23

計 ― 1,724,000 ― 1,724,000 9.23



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 
  

  
 イ 【定時株主決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

 ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

  

 ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

平成18年６月28日現在 

  

平成18年６月28日現在 

  

平成18年６月28日現在 

  

【株式の種類】 普通株式 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年９月15日決議) 

300,000 90,000,000

前決議期間における取得自己株式 300,000 90,000,000

残存決議株式数及び価額の総額 ― ―

未行使割合(％) 0.0 0.0

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成17年11月30日決議) 

192,000 66,048,000

前決議期間における取得自己株式 192,000 66,048,000

残存決議株式数及び価額の総額 ― ―

未行使割合(％) 0.0 0.0

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成18年１月23日決議) 

500,000 200,000,000

前決議期間における取得自己株式 457,000 199,919,000

残存決議株式数及び価額の総額 43,000 81,000

未行使割合(％) 8.6 0.0



平成18年６月28日現在 

  

 ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

  

 ホ 【自己株式の保有状況】 

平成18年６月28日現在 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 
(平成18年２月27日決議) 

450,000 250,000,000

前決議期間における取得自己株式 351,000 220,420,000

残存決議株式数及び価額の総額 99,000 29,580,000

未行使割合(％) 22.0 11.8

区分 株式数(株) 

保有株式数 1,300,000



３ 【配当政策】 

当社の株主配当につきましては、収益状況に対応して行うことを基本としております。 

当社は当期で４期連続の利益を計上することができ、利益体質化しつつありますが、今後においては原油、鉄鋼な

どの原材料の高騰に伴う材料費高が企業収益を圧迫するなど、懸念される面もあるため、前期に比べ１株当たり50銭

の増配にとどめ４円の配当としております。 

内部留保資金につきましては、今後も予想される業界における受注競争激化などの経営環境に対応するため、また

将来の事業展開に備えるための原資として有効に活用させていただきたいと考えております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所の市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所の市場第二部におけるものであります。 

  

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 157 102 168 287 744

最低(円) 55 40 64 128 215

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 348 353 350 435 615 744

最低(円) 328 333 336 326 400 560



５ 【役員の状況】 

  

(注) １ 取締役 千村幸治氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 町田文武氏、監査役 清水 謙氏及び監査役 高倉元生氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役でありま

す。 

３ 取締役会長 春日一雄は、取締役社長 春日尚雄の実父であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 
(代表取締役)   春 日 尚 雄 昭和32年10月１日生

昭和61年３月 因幡産業機器株式会社退職 

1,153

昭和61年４月 当社入社

昭和62年９月 株式会社日信興産取締役就任(現) 
平成２年４月 当社海外事業部長

平成２年６月 当社取締役就任

平成５年７月 当社営業部長

平成７年５月 春日システムサービス株式会社取

締役就任 
平成８年６月 当社常務取締役就任

平成11年８月 経営企画室、財務部、営業部、事

業開発部 統括 
平成13年６月 当社代表取締役社長就任(現) 

取締役会長   春 日 一 雄 昭和３年９月13日生

昭和27年10月 当社入社

1,573

昭和29年６月 当社取締役就任

昭和31年３月 当社営業部長

昭和35年６月 当社常務取締役就任

昭和43年６月 当社取締役副社長就任

昭和55年11月 当社代表取締役社長就任

平成13年６月 当社代表取締役社長退任

平成14年６月 当社取締役会長就任(現)

取締役 渉外・提携 
事業担当 佐 藤   將 昭和24年10月３日生

昭和50年４月 当社入社

16

平成10年６月 当社総務人事部長

平成11年６月 当社取締役就任(現)

平成13年５月 春日システムサービス株式会社取

締役就任 
平成14年４月 春日システムサービス株式会社代

表取締役社長就任 
平成18年４月 当社渉外・提携事業担当就任(現) 

取締役   千 村 幸 治 昭和39年８月10日生

平成10年４月 株式会社広中教育研究所入社 

―

平成16年12月 西日本宮入販売株式会社代表取締

役就任(現) 
平成17年２月 日本バルブ販売株式会社監査役就

任(現) 
平成18年６月 当社取締役就任(現)

監査役 
(常勤)   西 井 正 司 昭和20年９月18日生

昭和39年４月 株式会社東京都民銀行入行 

22

平成８年７月 同行西八王子支店支店長

平成11年５月 当社財務部長

平成12年６月 当社取締役就任

平成18年６月 当社監査役就任(現)

監査役   町 田 文 武 昭和20年４月17日生
昭和44年９月 竹崎公認会計士事務所入所(現) 

3
平成12年６月 当社監査役就任(現)

監査役   清 水   謙 昭和19年７月７日生

昭和45年４月 弁護士登録

―
昭和63年１月 清水謙法律事務所開設

平成元年４月 当社法律顧問就任

平成16年６月 当社監査役就任(現)

監査役   高 倉 元 生 昭和12年２月11日生

昭和36年４月 ユアサ商事株式会社入社

―

平成８年４月 同常務取締役管理本部長就任 
平成10年６月 同監査役就任

平成14年６月 株式会社バナーズ監査役就任 
平成16年11月 株式会社宮入バルブ製作所取締役

副社長就任(現) 
平成17年６月 株式会社バナーズ取締役就任(現) 
平成18年６月 当社監査役就任(現)

計 2,768



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、企業の公正かつ透明性を高め、経営の健全性・効率

性を堅持向上させるため、さらに企業価値を高める経営基盤を構築するためにもコーポレート・ガバナンスの充実

は、経営の重要課題と認識しております。取締役会は取締役４名(提出日現在では、社内取締役３名、社外取締役１

名であります)で構成され、執行役員制度を導入しております。そのため、取締役会の意思決定及び業務監督機能と

執行役員の業務執行機能が分離され、迅速な経営判断とそれに即応した業務執行ができる体制になっております。

このような基本的な考え方により、適時開示を重視した会社情報の提供は、正確、迅速、公平であるよう努めてお

ります。 

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況並びに内部監査及び監査役監査の状況 

① 会社の機関の基本説明 

監査役制度を採用しており、常勤監査役が１名、非常勤監査役２名(提出日現在では、常勤監査役１名、非常

勤監査役３名であります)で構成されており、うち社外監査役は２名(提出日現在では３名)であります。取締役

会をはじめとする主要会議に出席し、業務執行の監視が十分にできるよう努めております。 

② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会、執行役員会、経営会議、諸営

業会議等に積極的に出席し取締役の業務執行の監視が常時十分にできるよう努めるとともに、必要な会社情報

は、正確、迅速、公平に提供して情報の共有化に注力しております。また顧問弁護士等からは、必要に応じて

コーポレートガバナンス体制の充実等についてアドバイスを受けております。 

さらに、監査役は監査役会で策定した監査計画書に基づいて、本社をはじめ工場、営業拠点、子会社への往

査を行う等厳正な監査を行っております。 

③ 内部監査、監査役及び会計監査人の相互連携について 

当社は、監査法人トーマツと商法監査及び証券取引監査で監査契約を締結しており、当社監査役と監査法人

はそれぞれの監査方針や期中に発生した諸問題点について適宜意見交換し情報の共有化を図っております。ま

た、決算期毎の監査報告会に於いては具体的な問題や課題について意見交換を行っております。 

棚卸、実査、債権管理等の内部監査の結果については適宜監査役に報告し、改善事項等の指摘指導が行われ

ております。また、必要に応じ国内外の関係会社へ赴き、適正な事業活動の推進、不正行為の防止に努めてお

ります。 

(2) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、法令遵守(コンプライアンス)の精神を企業内に徹底するため、諸法令に関する社員

教育等を充実させ問題発生の防止に努めており、リスク管理における重要事項が発生した場合には、取締役会へ

の迅速な情報提示により経営の意思決定及び情報開示をスピーディーに行っていく所存であります。 

  

(3) 役員報酬の内容 

① 取締役及び監査役に支払った報酬 

(注) 上記にほか、取締役２名に対し使用人兼務取締役給与相当額15,191千円支払っております。 

② 利益処分による役員賞与金の支給額 

(注) 上記にほか、取締役２名に対し使用人兼務取締役賞与相当額5,100千円を支払っております。 

  

取締役 ４名 42,648千円(当社には社外取締役はおりません) 

監査役 ３名 11,880千円(うち社外監査役２名 3,600千円) 

取締役 ４名 16,600千円(当社には社外取締役はおりません) 

監査役 ３名 2,900千円  



(4) 監査報酬の内容 

当社が監査法人トーマツと監査契約に基づく監査証明に係る報酬総額は次のとおりです。 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬16,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(5) 会計監査の状況 

① 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

近藤 登實夫 (監査法人トーマツ) 

楠山 正典  (監査法人トーマツ) 

  

② 監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ３名 

会計士補  ４名 

  

(6) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

① 社外取締役 

  

② 社外監査役 

  

氏 名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係 

千村 幸治 該当事項はありません 該当事項はありません 該当事項はありません 該当事項はありません 

氏 名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係 

町田 文武 該当事項はありません 当社株式３千株を保有 該当事項はありません 該当事項はありません 

清水  謙 該当事項はありません 該当事項はありません 当社顧問弁護士 該当事項はありません 

高倉 元生 該当事項はありません 該当事項はありません 該当事項はありません 該当事項はありません 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金 ※１  1,290,609 1,200,877  

 ２ 受取手形及び売掛金  1,794,959 1,566,326  

 ３ たな卸資産  1,058,317 1,118,523  

 ４ 繰延税金資産  53,371 52,166  

 ５ 未収入金  16,648 44,030  

 ６ その他  26,790 20,580  

 ７ 貸倒引当金  △2,224 △808  

流動資産合計  4,238,473 69.8 4,001,697 68.6

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

(1) 建物及び構築物 ※１ 1,077,976 1,072,947    

減価償却累計額 730,160 347,816 754,418 318,529  

(2) 機械装置及び運搬具 368,661 361,241    

減価償却累計額 290,197 78,464 294,029 67,212  

(3) 土地 ※１  305,520 308,905  

(4) その他 2,155,781 2,172,038    

減価償却累計額 1,926,718 229,063 1,967,616 204,421  

有形固定資産合計  960,864 15.8 899,068 15.4

 ２ 無形固定資産  26,496 0.4 23,622 0.4

 ３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券 ※２  662,819 648,163  

(2) 繰延税金資産  ― 22,625  

(3) その他  204,072 253,242  

(4) 貸倒引当金  △20,270 △16,361  

投資その他の資産合計  846,622 14.0 907,670 15.6

固定資産合計  1,833,983 30.2 1,830,361 31.4

資産合計  6,072,456 100.0 5,832,058 100.0

       



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  718,045 660,058  

２ 短期借入金 ※１  538,471 700,049  

３ 一年内償還予定の社債  100,000 100,000  

４ 未払法人税等  123,774 106,949  

５ 未払消費税等  22,087 14,297  

６ 賞与引当金  119,050 134,335  

７ 未払金  96,563 95,352  

８ その他  138,815 105,287  

流動負債合計  1,856,807 30.6 1,916,329 32.8

Ⅱ 固定負債     

１ 社債  270,000 170,000  

２ 長期借入金 ※１  360,950 391,067  

３ 繰延税金負債  86,566 ―  

４ 退職給付引当金  280,107 280,698  

５ 役員退職慰労引当金  75,120 115,030  

固定負債合計  1,072,744 17.6 956,795 16.4

負債合計  2,929,552 48.2 2,873,124 49.2

(少数株主持分)     

少数株主持分  102,165 1.7 96,576 1.7

(資本の部)     

Ⅰ 資本金  1,216,000 20.0 1,216,000 20.9

Ⅱ 資本剰余金  615,181 10.1 615,181 10.5

Ⅲ 利益剰余金  1,333,996 22.0 1,628,379 27.9

Ⅳ その他有価証券評価差額金  128,405 2.1 207,298 3.6

Ⅴ 為替換算調整勘定  △195,832 △3.2 △166,475 △2.9

Ⅵ 自己株式 ※３  △57,011 △0.9 △638,026 △10.9

資本合計  3,040,739 50.1 2,862,357 49.1

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 6,072,456 100.0 5,832,058 100.0

        



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  6,467,842 100.0 6,367,760 100.0

Ⅱ 売上原価  4,328,342 66.9 4,312,227 67.7

売上総利益  2,139,500 33.1 2,055,532 32.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

 １ 荷造運賃 197,195 191,211    

 ２ 宣伝費 78,780 97,768    

 ３ 給料 549,469 515,133    

 ４ 賞与 57,516 60,880    

 ５ 賞与引当金繰入額 56,507 65,393    

 ６ 退職給付引当金繰入額 107,373 102,762    

 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額 

15,421 39,909    

 ８ 減価償却費 19,367 19,282    

 ９ 事務費 122,609 122,839    

 10 賃借料 103,787 103,004    

 11 貸倒引当金繰入額 1,549 1,909    

 12 その他 ※１ 471,345 1,780,923 27.6 476,189 1,796,286 28.2

営業利益  358,576 5.5 259,246 4.1

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息 1,983 472    

 ２ 受取配当金 10,363 12,173    

 ３ 受入手数料 3,168 2,873    

 ４ 受取保険料 4,481 9,474    

 ５ 作業屑売却益 10,464 17,136    

 ６ 雑収入 11,765 42,225 0.7 7,995 50,124 0.8

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 31,929 29,622    

 ２ 雑損失 2,621 34,551 0.5 2,956 32,578 0.6

経常利益  366,250 5.7 276,791 4.3

Ⅵ 特別利益     

 １ 固定資産売却益 ※２ 1,088 ―    

 ２ 投資有価証券売却益 ― 168,636    

 ３ 営業譲渡益 ― 1,088 0.0 5,488 174,125 2.8

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産除却損 ※３ 6,096 3,843    

 ２ アスベスト対策費 ※４ ― 72,680    

 ３ その他 60 6,156 0.1 90 76,614 1.2

税金等調整前当期純利益  361,182 5.6 374,303 5.9

法人税、住民税及び事業
税 

116,867 154,464    

法人税等調整額 △16,966 99,901 1.5 △162,015 △7,550 △0.1

少数株主利益  12,114 0.2 4,039 0.1

当期純利益  249,166 3.9 377,814 5.9
        



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 615,181 615,181

Ⅱ 資本剰余金期末残高 615,181 615,181

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,154,730 1,333,996

Ⅱ 利益剰余金増加高  

   当期純利益 249,166 249,166 377,814 377,814

Ⅲ 利益剰余金減少高  

   配当金 55,900 63,930  

   役員賞与 14,000 69,900 19,500 83,430

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,333,996 1,628,379



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前当期純利益  361,182 374,303 
減価償却費  132,163 134,677 
貸倒引当金の増加額(又は減少額(△))  △6,998 1,909 
賞与引当金の増加額(又は減少額(△))  △539 15,285 
退職給付引当金の増加額 
(又は減少額(△)) 

 △29,338 590 

役員退職慰労引当金の増加額
(又は減少額(△)) 

 12,648 39,909 

受取利息及び受取配当金  △12,346 △12,645 
支払利息  31,929 29,622 
為替差損(又は差益(△))  △2,894 411 
営業譲渡益  ― △5,488 
投資有価証券売却益  ― △168,636 
有形固定資産除却損  6,096 3,843 
有形固定資産売却益  △1,088 ― 
売上債権の減少額(又は増加額(△))  △99,034 202,006 
たな卸資産の減少額(又は増加額(△))  △106,233 △91,997 
仕入債務の増加額(又は減少額(△))  95,451 △47,434 
その他資産負債による増減額  △18,605 △25,399 
役員賞与の支払額  △14,000 △19,500 
小計  348,392 431,457 

法人税等の支払額  △11,232 △171,709 
営業活動によるキャッシュ・フロー  337,159 259,748 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
定期預金の純減少額(又は純増加額(△))  △90,018 △3,030 
有形固定資産の売却による収入  875 ― 
有形固定資産の取得による支出  △123,183 △98,360 
投資有価証券の売却による収入  ― 323,479 
投資有価証券の取得による支出  △49,723 △7,265 
営業譲渡に伴う収入  ― 68,164 
利息及び配当金の受取額  12,393 12,709 
その他  △11,320 △3,183 
投資活動によるキャッシュ・フロー  △260,976 292,511 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増加額 
(又は純減少額(△)) 

 △50,000 72,000 

長期借入れによる収入  220,000 350,000 
長期借入金の返済による支出  △144,030 △230,305 
社債の償還による支出  △100,000 △100,000 
自己株式の取得、売却による純収入 
(又は純支出(△)) 

 △53,890 △581,015 

配当金の支払額  △55,900 △63,930 
利息の支払額  △32,190 △29,314 
その他  ― △19,937 
財務活動によるキャッシュ・フロー  △216,011 △602,502 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  2,929 △1,521 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (又は減少額(△)) 

 △136,897 △51,763 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  821,825 684,927 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  684,927 633,163 
     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 ① 連結子会社の数  ４社 

  株式会社日信興産 

  SIAM ORIENT ELECTRIC CO.,LTD. 

  春日システムサービス株式会社 

  西安春日電機有限公司 

①      同左 

  ② 非連結子会社の名称等 

  KASUGA ELECTRIC (THAILAND)  

  CO.,LTD. 

  (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社は小規模であり、

総資産、売上高、当期純損益(持

分に見合う額)及び利益剰余金(持

分に見合う額)等はいずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

② 非連結子会社の名称等 

同左 

  

  (連結の範囲から除いた理由) 

同左 

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない非連結子会

社KASUGA ELECTRIC (THAILAND) CO., 

LTD.は、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等か

らみて持分法の対象から除いても連結

財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため持

分法の適用から除外しております。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 国内連結子会社の決算日と連結決算

日は一致しております。 

 在外連結子会社の決算日は12月31日

であります。連結財務諸表の作成にあ

たっては同決算日現在の財務諸表を使

用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整

を行なっております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

  当社  その他有価証券 

      時価のあるもの 

       決算期末日の市場価格

等に基づく時価法 

       (評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

      時価のないもの 

       移動平均法による原価

法 

  連結子会社 該当ありません。 

① 有価証券 

同左 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ② たな卸資産 

  製品・仕掛品   …主として総

平 均 法 に

よ る 原 価

法 

  商品・原材料   …主として移

動 平 均 法

に よ る 原

価法 

② たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

   当社及び国内連結子会社は定率

法(ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除

く)については定額法) 

   在外連結子会社は所在地国の会

計基準に基づく定額法 

   主な耐用年数は、建物38年、工

具２年であります。 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

   当社及び国内連結子会社 

自社利用ソフトウ

ェアについては、

社内における利用

可能期間(５年)に

基づく定額法 

② 無形固定資産 

同左 

     在外連結子会社 

該当ありません。 

  

  ③ 長期前払費用 

   当社    定額法 

   連結子会社 該当ありません。 

③ 長期前払費用 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

  当社及び国内連結子会社は、債

権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については主として

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。在外連結

子会社は個別検討による必要額を

計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

  主として従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるため、将来

の支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ③ 退職給付引当金 

  当社及び国内連結子会社は、従

業員の退職給付に備えるため、主

として当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末に

おいて発生していると認められる

額を計上しております。 

  なお、会計基準変更時差異

(889,980千円)については、15年

による按分額を費用処理しており

ます。 

  また、数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(８年)による定額法に

より発生時の翌連結会計年度から

費用処理しております。 

  在外連結子会社は該当ありませ

ん。 

③ 退職給付引当金 

同左 

  

  ④ 役員退職慰労引当金 

  当社    役員退職慰労金に充

てるため、役員退職

慰労金支給規則に基

づく期末要支給額の

100％を計上してお

ります。 

  連結子会社 該当ありません。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

  

 (4) 重要な外貨建の資産及

び負債の本邦通貨への換

算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

 なお、在外連結子会社の資産及び負

債、並びに収益及び費用は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は少数株主持分及び資本の部に

おける為替換算調整勘定に含めており

ます。 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処

理方法 

  当社    リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引について

は、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じ

た会計処理によって

おります。 

  連結子会社 該当ありません。 

同左 



  

  
  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしているため特

例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  ③ ヘッジ方針 

  主として親会社は、借入金の金

利変動リスクを回避する目的で金

利スワップ取引を行っておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要件

を満たしているため決算日におけ

る有効性の評価を省略しておりま

す。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

 (7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

  消費税等の会計処理 

同左 



  

  

(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、実質

的に償却年数を見積り、その年数で償

却しております。なお、償却年数は５

年です。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金が可能であり、かつ価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第６号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度まで営業外収益の「雑収入」に含め

て表示していた作業屑売却益については、営業外収益

合計の100分の10を超えることとなったため、当連結

会計年度より区分掲記することに変更しました。 

なお、前連結会計年度における作業屑売却益は

5,971千円であります。 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前連結会計年度において区分掲記していた「有形固

定資産の売却による収入」(当連結会計年度 185千円)

は、金額的重要性が減少したため、当連結会計年度よ

り「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その

他」に含めて表示することに変更しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

  

(連結損益計算書関係) 
  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ 担保提供資産 

   次のとおり債務の担保に供しております。 

 (1) 担保に供している資産 

1) 現金及び預金 260,000千円

2) 建物及び構築物 187,480千円

3) 土地 250,953千円

  計 698,434千円

※１ 担保提供資産 

   次のとおり債務の担保に供しております。 

 (1) 担保に供している資産 

1) 現金及び預金 260,000千円

2) 建物及び構築物 174,771千円

3) 土地 250,953千円

 計 685,724千円

 (2) 対応する債務 

1) 短期借入金 305,631千円

2) 長期借入金 243,020千円

  計 548,651千円

 (2) 対応する債務 

1) 短期借入金 310,303千円

2) 長期借入金 297,717千円

 計 608,020千円

※２ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。 

  投資有価証券(株式) 1,640千円

※２ 非連結子会社に対するものは、次のとおりであり

ます。 

  投資有価証券(株式) 1,640千円

※３ 自己株式の保有数 

当社が保有する自己株式の数は、以下のとおり

であります。 

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

18,676千株であります。 

普通株式 410千株

※３ 自己株式の保有数 

当社が保有する自己株式の数は、以下のとおり

であります。 

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

18,676千株であります。 

普通株式 1,724千株

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は40,126千円で

あります。 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は52,981千円で

あります。 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

車輌 828千円

工具 259千円

※２        ――――― 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 4,933千円

什器備品 486千円

工具 676千円

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 266千円

機械装置及び運搬具 891千円

什器備品 370千円

工具 2,315千円

※４        ――――― ※４ アスベスト対策費 

当社工場の建物の一部にアスベスト含有が確認

されたため、当該撤去に要した費用を特別損失に

計上しております。 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,290,609千円
担保に供している定期預金 △260,000千円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △345,682千円
現金及び現金同等物 684,927千円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,200,877千円
担保に供している定期預金 △260,000千円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △307,713千円
現金及び現金同等物 633,163千円

  ２ 中国深圳康沃電気技術有限公司への営業譲渡により

減少した主な資産及び負債の内訳 

  

流動資産 100,460千円
固定資産 30,879千円
資産合計 131,339千円

流動負債 34,418千円

34,418千円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

   什器備品 

取得価額相当額  197,986千円

減価償却累計額相当額  51,952千円

期末残高相当額  146,034千円

什器備品 

取得価額相当額 200,739千円

減価償却累計額相当額 110,848千円

期末残高相当額 89,890千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 40,389千円
１年超 107,302千円
合計 147,691千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 40,823千円
１年超 86,090千円
合計 126,914千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 32,694千円
減価償却費相当額 32,325千円

支払利息相当額 3,052千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 44,060千円
減価償却費相当額 56,508千円

支払利息相当額 3,188千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 2,914千円
１年超 6,014千円
合計 8,928千円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年内 2,914千円
１年超 3,099千円
合計 6,014千円



(有価証券関係) 

(前連結会計年度)(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 下落率が40％以上の株式については、期末に減損処理を行っております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 該当事項はありません。 

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  種類 
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 236,334 451,801 215,466

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 50,842 52,638 1,796

小計 287,176 504,439 217,262

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 2,417 1,986 △431

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 2,417 1,986 △431

合計 289,594 506,426 216,831

  
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券   

   非上場株式 154,753 

合計 154,753 



(当連結会計年度)(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 下落率が40％以上の株式については、期末に減損処理を行っております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

  種類 
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 191,952 538,029 346,077

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 3,780 7,710 3,930

小計 195,732 545,739 350,007

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 1,285 1,030 △255

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

小計 1,285 1,030 △255

合計 197,018 546,769 349,751

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円) 

323,479 168,636 ―

  
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券   

   非上場株式 99,753 

合計 99,753 



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 取引の内容 

  利用しているデリバティブ取引は、金利関連では金

利スワップ取引であります。 

１ 取引の内容 

同左 

  

２ 取引に対する取組方針 

  金利関連のデリバティブ取引については、固定金利

で資金調達をするため金利スワップ取引を利用してい

るのみであります。したがって、投機目的及びレバレ

ッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であ

ります。 

２ 取引に対する取組方針 

同左 

  

３ 取引の利用目的 

  ５年間の借入金を固定金利で資金調達するため金利

スワップ取引を行っております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段………金利スワップ 

   ヘッジ対象………借入金利息 

３ 取引の利用目的 

同左 

  

 ② ヘッジ方針 

   当社のデリバティブ取引に対する方針は、固定金

利で資金調達することを目的としており、投機的な

取引は行わない方針であります。 

  

 ③ ヘッジの有効性評価の方法 

   リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金

利スワップを締結しております。 

   Ⅰ 金利スワップの想定元本と長期借入金の元本

金額が一致している。 

   Ⅱ 金利スワップと長期借入金の契約期間及び満

期が一致している。 

   Ⅲ 長期借入金の変動金利のインデックスと金利

スワップで受払いされる変動金利のインデック

スが一致している。 

   Ⅳ 長期借入金と金利スワップの金利改定条件が

一致している。 

   Ⅴ 金利スワップの受払い条件がスワップ期間を

通して一定である。 

   したがって、金利スワップの特例処理の要件を満

たしているので、決算日における有効性の評価を省

略しております。 

  

４ 取引に係るリスクの内容 

  金利関連における金利スワップ取引は、市場金利の

変動によるリスクを有しております。 

  また、金利関連におけるデリバティブ取引の契約先

は、信用度の高い国内の銀行であるため相手先の契約

不履行による信用リスクはほとんどないと判断してお

ります。 

４ 取引に係るリスクの内容 

同左 

  

５ 取引に係るリスク管理体制 

  金利関連のデリバティブ取引の実行及び管理は、社

内管理規程に従い、財務部に集中しております。 

  さらに財務部長は、定例取締役会にデリバティブ取

引をも含んだ財務報告をすることとなっております。 

５ 取引に係るリスク管理体制 

同左 

  



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップを行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いております。 

当連結会計年度(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップを行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いております。 

  



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度を設けております。また、従業

員の退職に際して割増退職金を支払う場合がありま

す。 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り簡便法を採用しております。 

  

①退職給付債務 △969,398千円

②年金資産 100,621千円

③未積立退職給付債務(①＋②) △868,776千円

④会計基準変更時差異の未処理額 593,320千円

⑤未認識数理計算上の差異 △4,650千円

⑥連結貸借対照表計上額純額 
 (③＋④＋⑤) 

△280,107千円

⑦退職給付引当金(⑥) △280,107千円

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り簡便法を採用しております。 

  

①退職給付債務 △964,182千円

②年金資産 139,037千円

③未積立退職給付債務(①＋②) △825,145千円

④会計基準変更時差異の未処理額 533,988千円

⑤未認識数理計算上の差異 10,459千円

⑥連結貸借対照表計上額純額
 (③＋④＋⑤) 

△280,698千円

⑦退職給付引当金(⑥) △280,698千円

３ 退職給付費用に関する事項 

 (注) 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給

付費用は、「①勤務費用」に計上しておりま

す。 

  

①勤務費用(注) 60,259千円

②利息費用 15,345千円

③期待運用収益 △686千円

④会計基準変更時差異の費用処理額 59,332千円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 2,190千円

⑥退職給付費用 
 (①＋②＋③＋④＋⑤) 

136,439千円

３ 退職給付費用に関する事項 

 (注) 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給

付費用は、「①勤務費用」に計上しておりま

す。 

  

①勤務費用(注) 56,962千円

②利息費用 13,768千円

③期待運用収益 △712千円

④会計基準変更時差異の費用処理額 59,332千円

⑤数理計算上の差異の費用処理額 275千円

⑥退職給付費用
 (①＋②＋③＋④＋⑤) 

129,626千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 1.5％

③期待運用収益率 1.0％

④数理計算上の差異の処理年数 ８年

 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、翌期から費用処理すること

としております。) 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 15年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 1.5％ 

③期待運用収益率 1.0％ 

④数理計算上の差異の処理年数 ８年 

 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、翌期から費用処理すること

としております。) 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 15年 



(税効果会計関係) 

  

  
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産) 

  税務上の繰越欠損金 13,664千円

  役員退職慰労引当金 30,573千円

  賞与引当金 48,556千円

  投資有価証券評価損 49,496千円

  退職給付引当金 114,041千円

  未払事業税 12,177千円

  その他 18,661千円

 繰延税金資産小計 287,172千円

 評価性引当額 △231,769千円

 繰延税金資産合計 55,402千円

  

(繰延税金負債) 

  その他有価証券評価差額金 △88,425千円

  その他 △171千円

 繰延税金負債合計 △88,597千円

 繰延税金負債の純額 △33,195千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産)  

 税務上の繰越欠損金 11,353千円

 役員退職慰労引当金 46,817千円

 賞与引当金 54,730千円

 投資有価証券評価損 23,970千円

 退職給付引当金 114,262千円

 未払事業税 10,087千円

 その他 20,853千円

繰延税金資産小計 282,075千円

評価性引当額 △55,590千円

繰延税金資産合計 226,484千円

 

(繰延税金負債)  

 その他有価証券評価差額金 △142,452千円

 その他 △9,238千円

繰延税金負債合計 △151,691千円

繰延税金資産の純額 74,792千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

 法定実効税率 40.7％

 (調整)  

  交際費等永久に損金に算入されない 
  項目 

1.0

  受取配当金等永久に益金に算入され 
  ない項目 

△0.1

  住民税均等割等 3.5

  法人税特別控除額 △3.5

  評価性引当額 △8.4

  親会社と連結子会社との実効税率差異 
 による影響 

△2.2

  その他 △3.3

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.7

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

(調整)   

 交際費等永久に損金に算入されない 
  項目 

1.7 

 受取配当金等永久に益金に算入され 
  ない項目 

△0.3 

 住民税均等割等 3.4 

 法人税特別控除額 △6.5 

 子会社からの受取配当金 3.3 

 海外子会社の留保金 2.2 

 評価性引当額 △48.0 

 その他 1.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △2.0 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18

年３月31日)については、当社グループは、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断して、同

種、同系列である工場用設備及びFA関連等の産業用電気機械器具を専ら製造販売しておりますので、事業の種類別

セグメント情報は記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

東南アジア………タイ・中国 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,768,299千円であり、その主なものは当社の金融資金(現金

及び預金、投資有価証券等)であります。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

東南アジア………タイ・中国 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,751,757千円であり、その主なものは当社の金融資金(現金

及び預金、投資有価証券等)であります。 

  

  
日本 
(千円) 

東南アジア
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 6,297,461 170,381 6,467,842 ― 6,467,842

(2) セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

3,769 522,844 526,613 (526,613) ―

計 6,301,230 693,225 6,994,456 (526,613) 6,467,842

営業費用 5,983,637 648,926 6,632,563 (523,297) 6,109,265

営業利益 317,593 44,299 361,892 (3,315) 358,576

Ⅱ 資産 3,834,842 641,479 4,476,322 1,596,134 6,072,456

  
日本 
(千円) 

東南アジア
(千円) 

計
(千円) 

消去又は全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 6,214,016 153,743 6,367,760 ― 6,367,760

(2) セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

4,667 567,174 571,841 (571,841) ―

計 6,218,684 720,917 6,939,601 (571,841) 6,367,760

営業費用 5,950,358 735,173 6,685,532 (577,019) 6,108,513

営業利益 268,325 △14,256 254,068 5,177 259,246

Ⅱ 資産 3,689,768 483,207 4,172,976 1,659,082 5,832,058



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至

平成18年３月31日)については、海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しておりま

す。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

(注) １ 東京証券取引所のToSTNet-２(終値取引)による買付であります。 

２ 株式の種類  当社普通株式 

３ 株式の総数  300,000株 

属性 氏名 住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員 春日一雄 ― ― 当社取締役 
会長 

(直接所有)
9.44 ― ―

自己株式の
購入 90,000 ― ― 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 165円40銭 167円55銭

１株当たり当期純利益 12円49銭 19円84銭

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(千円) 249,166 377,814

普通株主に帰属しない金額(千円) 19,500 22,000

(うち利益処分による役員賞与金(千円)) (19,500) (22,000)

普通株式に係る当期純利益(千円) 229,666 355,814

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,394 17,933

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 株式会社バナーズ株式の取得について 

当社は、平成18年５月19日開催の取締役会において、

当社の大株主(主要株主)である株式会社バナーズ株式

1,000千株を約400,000千円で取得することを決議致しま

した。なお、平成18年６月５日付で株式会社バナーズ株

式500千株を195,160千円で取得しており、残り500千株

についてはその取得の為、当該株式をオリエント証券株

式会社に担保提供しております。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 「当期末残高」欄の(内書)は、１年内償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円) 

当期末残高
(千円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

春日電機株式会社 第１回無担保社債 
平成15年 
９月26日 

210,000
150,000
(60,000)

0.79 なし 
平成20年
９月26日 

春日電機株式会社 第２回無担保社債 
平成16年 
３月16日 

160,000
120,000
(40,000)

0.61 なし 
平成21年
３月16日 

合計 ― ― 370,000
270,000
(100,000)

― ― ― 

１年以内 
(千円) 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

100,000 100,000 70,000 ― ―

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 371,000 443,000 1.51 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 167,471 257,049 1.75 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

360,950 391,067 1.42 平成20年～平成23年

合計 899,421 1,091,116 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 235,177 105,158 43,568 5,728



２ 【財務諸表等】 
(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
第75期

(平成17年３月31日) 
第76期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金預金 ※１  1,105,479 1,103,594  

２ 受取手形  876,543 687,453  

３ 売掛金 ※４  819,953 822,616  

４ 商品  180,886 161,331  

５ 製品  331,105 405,470  

６ 原材料  120,250 110,849  

７ 仕掛品  8,234 6,792  

８ 前払費用  1,206 781  

９ 繰延税金資産  45,560 59,041  

10 未収入金 ※４  82,609 72,820  

11 その他 ※４  13,135 9,134  

12 貸倒引当金  △1,866 △604  

   流動資産合計  3,583,100 63.9 3,439,282 62.7

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1) 建物 ※１ 549,401 570,616    

    減価償却累計額 373,512 175,888 389,077 181,538  

  (2) 構築物 21,728 23,010    

    減価償却累計額 17,469 4,258 18,111 4,899  

  (3) 機械装置 207,288 201,886    

    減価償却累計額 170,474 36,813 163,705 38,180  

  (4) 車両運搬具 6,123 6,011    

    減価償却累計額 4,795 1,328 4,845 1,166  

  (5) 工具 1,868,140 1,894,332    

    減価償却累計額 1,712,275 155,864 1,758,783 135,549  

  (6) 什器備品 96,768 95,007    

    減価償却累計額 83,603 13,164 80,493 14,513  

  (7) 土地 ※１  77,272 77,272  

  (8) 建設仮勘定  5,275 2,149  

    有形固定資産合計  469,867 8.4 455,270 8.3

 ２ 無形固定資産     

  (1) 借地権  5,000 5,000  

  (2) ソフトウェア  ― 460  

  (3) 電話加入権  13,030 13,030  

    無形固定資産合計  18,030 0.3 18,491 0.3

 ３ 投資その他の資産     

  (1) 投資有価証券  661,179 646,522  

  (2) 関係会社株式  422,495 422,495  

  (3) 関係会社出資金  20,999 20,999  



  

  

  
第75期

(平成17年３月31日) 
第76期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

  (4) 関係会社長期貸付金  175,034 172,030  

  (5) 破産債権、更生債権 
    その他これらに準ずる 
    債権 

 6,056 6,361  

  (6) 長期前払費用  2,441 2,037  

  (7) 繰延税金資産  ― 22,625  

  (8) 敷金  53,650 53,140  

  (9) 保証金 ※４  81,418 66,943  

  (10) 長期性預金  84,000 125,000  

  (11) 関係会社長期未収入金  26,532 ―  

  (12) その他  50,237 65,690  

  (13) 貸倒引当金  △37,556 △20,361  

  (14) 投資損失引当金  △10,000 △10,000  

    投資その他の資産合計  1,536,487 27.4 1,573,485 28.7

    固定資産合計  2,024,386 36.1 2,047,247 37.3

    資産合計  5,607,486 100.0 5,486,529 100.0



  

  

  
第75期

(平成17年３月31日) 
第76期 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 支払手形  409,599 352,140  

 ２ 買掛金 ※４  333,292 363,413  

 ３ 一年内償還予定の社債  100,000 100,000  

 ４ 短期借入金 ※１  240,000 312,000  

 ５ 一年以内返済予定の 
   長期借入金 

※１  136,840 234,802  

 ６ 未払金  66,825 73,975  

 ７ 未払費用  49,994 48,940  

 ８ 未払法人税等  99,362 106,547  

 ９ 未払消費税等  15,542 9,145  

 10 預り金  46,234 41,021  

 11 賞与引当金  86,000 101,100  

 12 設備支払手形  17,997 4,385  

 13 その他  947 2,192  

   流動負債合計  1,602,635 28.6 1,749,664 31.9

Ⅱ 固定負債     

 １ 社債  270,000 170,000  

 ２ 長期借入金 ※１  295,930 348,294  

 ３ 繰延税金負債  86,566 ―  

 ４ 退職給付引当金  270,520 270,103  

 ５ 役員退職慰労引当金  75,120 115,030  

   固定負債合計  998,137 17.8 903,427 16.5

   負債合計  2,600,773 46.4 2,653,091 48.4

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※２  1,216,000 21.7 1,216,000 22.2

Ⅱ 資本剰余金     

  資本準備金 615,181 615,181    

資本剰余金合計  615,181 10.9 615,181 11.2

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 304,000 304,000    

２ 任意積立金     

   別途積立金 ― 300,000    

３ 当期未処分利益 800,137 828,985    

   利益剰余金合計  1,104,137 19.7 1,432,985 26.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金  128,405 2.3 207,298 3.8

Ⅴ 自己株式 ※３  △57,011 △1.0 △638,026 △11.7

資本合計  3,006,712 53.6 2,833,438 51.6

   負債・資本合計  5,607,486 100.0 5,486,529 100.0



② 【損益計算書】 

  

  

  
第75期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

 １ 製品売上高 4,891,771 4,752,750   

 ２ 商品売上高 1,258,008 6,149,780 100.0 1,334,619 6,087,370 100.0

Ⅱ 売上原価    

 １ 製品期首たな卸高 328,629 331,105   

 ２ 商品期首たな卸高 160,906 180,886   

 ３ 当期製品製造原価 ※６ 3,445,514 3,359,509   

 ４ 当期商品仕入高 889,581 913,042   

合計 4,824,631 4,784,543   

 ５ 製品期末たな卸高 331,105 405,470   

 ６ 商品期末たな卸高 180,886 161,331   

 ７ 他勘定振替高 ※１ 10,610 4,302,028 70.0 10,889 4,206,850 69.1

   売上総利益  1,847,751 30.0 1,880,519 30.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※
２ 
３ 

 1,600,620 26.0 1,641,208 27.0

   営業利益  247,130 4.0 239,310 3.9

Ⅳ 営業外収益    

 １ 受取利息 ※７ 6,695 6,050   

 ２ 受取配当金 10,363 42,838   

 ３ 受取保険金 4,481 9,474   

 ４ 雑収入 6,270 27,810 0.5 7,857 66,219 1.1

Ⅴ 営業外費用    

 １ 支払利息 25,867 25,291   

 ２ 雑損失 2,421 28,288 0.5 2,560 27,851 0.4

   経常利益  246,652 4.0 277,678 4.6



  

  

  
第75期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

 １ 固定資産売却益 ※４ 259 ―   

 ２ 投資有価証券売却益 ― 168,636   

 ３ 貸倒引当金戻入益 12,289 12,548 0.2 18,456 187,093 3.1

Ⅶ 特別損失    

 １ 固定資産除却損 ※５ 4,979 3,615   

 ２ アスベスト対策費 ※８ ― 72,680   

 ３ その他 60 5,039 0.1 ― 76,295 1.3

   税引前当期純利益  254,160 4.1 388,476 6.4

   法人税、住民税及び 
   事業税 

90,525 152,899   

   法人税等調整額 △13,064 77,460 1.2 △176,701 △23,801 △0.4

   当期純利益  176,699 2.9 412,278 6.8

   前期繰越利益  623,437 416,706 

   当期未処分利益  800,137 828,985 

       



製造原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  
第75期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費  2,508,494 72.7 2,492,417 74.2

Ⅱ 労務費  426,660 12.4 416,863 12.4

Ⅲ 経費    

 １ 外注加工費 306,929 243,870   

 ２ 減価償却費 60,158 57,129   

 ３ その他 147,154 514,242 14.9 149,941 450,940 13.4

   当期総製造費用  3,449,397 100.0 3,360,221 100.0

   仕掛品期首たな卸高  8,254 8,234 

合計  3,457,652 3,368,456 

   仕掛品期末たな卸高  8,234 6,792 

   他勘定振替高 ※１  3,903 2,155 

   当期製品製造原価  3,445,514 3,359,509 

       

第75期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 機械装置 3,903千円

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 機械装置 2,155千円 

  (原価計算の方法) 

   組別総合原価計算 

同左 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
第75期

(平成17年６月29日) 
第76期 

(平成18年６月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 800,137 828,985

Ⅱ 利益処分額 383,430 89,809

１ 配当金 63,930 67,809  

２ 役員賞与金 19,500 22,000  

(うち監査役賞与金) (2,900) (3,500)

３ 任意積立金 

   別途積立金 

  

300,000 
― 

Ⅲ 次期繰越利益 416,706 739,175

   



重要な会計方針 

  

  

項目 
第75期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

  

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

 ①時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

 ②時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

 ①時価のあるもの 

同左 

  

  

  

 ②時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 (1) 製品・仕掛品 

 (2) 商品・原材料 

  

  

総平均法による原価法 

移動平均法による原価法 

  

  

同左 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

  

  

  

 (1) 有形固定資産 定率法 

 (ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備は除く)につい

ては定額法) 

 なお、主な耐用年数は、建物38年、

工具２年であります。 

同左 

 (2) 無形固定資産  自社利用ソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基

づく定額法 

同左 

 (3) 投資その他の資産 

    長期前払費用 

  

定額法 

  

同左 

４ 外貨建ての資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

同左 

５ 引当金の計上基準     

 (1) 貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

 (2) 投資損失引当金  関係会社への投資に対する損失に備

えるため、関係会社の財政状態等を勘

案し、その必要額を計上しておりま

す。 

同左 



  

  

項目 
第75期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 賞与引当金  従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額のう

ち当期の負担額を計上しております。 

同左 

 (4) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。 

 なお、会計基準変更時差異(889,980

千円)については15年による按分額を

費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異について

は、その発生時の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(８年)による定額法に

より、発生時の翌期から費用処理して

おります。 

同左 

 (5) 役員退職慰労引当金  役員退職慰労金に充てるため、役員

退職慰労金支給規則に基づく期末要支

給額の100％を計上しております。 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしているため特例処

理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段……金利スワップ 

   ヘッジ対象……借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

  当社は、借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワップ取引

を行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処理の要件を

満たしているため決算日における有

効性の評価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



(会計処理の変更) 

  

  

第75期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― 

  

  

  

固定資産の減損に係る会計基準 

当期から「固定資産の減損に係る会計基準」(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

第75期 
(平成17年３月31日) 

第76期
(平成18年３月31日) 

※１ 担保提供資産 

   次のとおり債務の担保に供しております。 

  (1) 担保に供している資産 

1) 現金預金 260,000千円

2) 建物 102,896千円

3) 土地 67,893千円

  計 430,789千円

※１ 担保提供資産 

   次のとおり債務の担保に供しております。 

  (1) 担保に供している資産 

1) 現金預金 260,000千円

2) 建物 96,277千円

3) 土地 67,893千円

計 424,170千円

  (2) 対応する債務 

1) 短期借入金 80,000千円

2) 
一年以内返済予定の 
長期借入金 

64,000千円

3) 長期借入金 178,000千円

  計 322,000千円

  (2) 対応する債務 

1) 短期借入金 62,000千円

2)
一年以内返済予定の
長期借入金 

95,056千円

3) 長期借入金 254,944千円

計 412,000千円

※２ 資本金 

授権株式数 普通株式 60,000千株

発行済株式総数 普通株式 18,676千株

※２ 資本金 

授権株式数 普通株式 60,000千株

発行済株式総数 普通株式 18,676千株

※３ 自己株式の保有数 

普通株式 410千株

※３ 自己株式の保有数 

普通株式 1,724千株

※４ 関係会社に係る注記 

売掛金 3,748千円

未収入金 80,412千円

保証金 79,083千円

その他の資産合計 1,548千円

買掛金 188,119千円

※４ 関係会社に係る注記 

売掛金 3,431千円

未収入金 70,430千円

保証金 66,083千円

その他の資産合計 2,195千円

買掛金 182,966千円

 ５ 保証債務 

被保証者 保証金額 
被保証債務
の内容 

株式会社日信
興産 

95,651千円 
銀行借入金
(設備資金) 

計 95,651千円   

 ５ 保証債務 

被保証者 保証金額
被保証債務 
の内容 

株式会社日信
興産 

65,020千円 
銀行借入金 
(設備資金) 

SIAM ORIENT
ELECTRIC  
CO.,LTD. 

60,400千円 〃 

計 125,420千円   

 ６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は128,405

千円であります。 

 ６ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は207,298

千円であります。 



(損益計算書関係) 

  

  

第75期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替高は、加工を要する製品の有償支給高

であります。 

※１ 他勘定振替高は、加工を要する製品の有償支給高

であります。 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は18％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

82％であります。 

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

運賃送料 153,034千円

給料 492,174千円

賞与引当金繰入額 54,762千円

退職給付引当金繰入額 103,107千円

役員退職慰労引当金繰入額 15,421千円

減価償却費 7,023千円

事務費 103,560千円

賃借料 129,056千円

福利厚生費 78,294千円

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は16.9％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

83.1％であります。 

   主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

運賃送料 151,960千円

給料 466,845千円

賞与引当金繰入額 63,261千円

退職給付引当金繰入額 98,849千円

役員退職慰労引当金繰入額 39,909千円

減価償却費 6,800千円

事務費 107,658千円

賃借料 128,883千円

福利厚生費 105,532千円

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、40,126千円

であります。 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、52,981千円

であります。 

※４ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

工具 259千円

※４        ――――― 

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

機械装置 3,481千円

車両運搬具 335千円

工具 676千円

什器備品 486千円

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 37千円

機械装置 863千円

車両運搬具 27千円

工具 2,315千円

什器備品 370千円

※６ 当期製品製造原価には、関係会社からの材料仕入

高が1,805,787千円含まれております。 

※６ 当期製品製造原価には、関係会社からの材料仕入

高が1,883,669千円含まれております。 

※７ 各科目に含まれている関係会社に対するものは以

下のとおりであります。 

  

※８        ――――― 

受取利息 4,847千円

※７ 各科目に含まれている関係会社に対するものは以

下のとおりであります。 

※８ アスベスト対策費 

   当社工場の建物の一部にアスベスト含有が確認さ

れたため、当該撤去に要した費用を特別損失に計上

しております。 

受取利息 5,690千円

受取配当金 30,664千円



(リース取引関係) 

  

  

第75期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

    什器備品 

取得価額相当額   197,986千円

減価償却累計額相当額   51,952千円

期末残高相当額   146,034千円

什器備品 

取得価額相当額 200,739千円

減価償却累計額相当額 110,848千円

期末残高相当額 89,890千円

  
② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 40,389千円

１年超 107,302千円

合計 147,691千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 40,823千円

１年超 86,090千円

合計 126,914千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 32,694千円

減価償却費相当額 32,325千円

支払利息相当額 3,052千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 44,060千円

減価償却費相当額 56,508千円

支払利息相当額 3,188千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 2,914千円

１年超 6,014千円

合計 8,928千円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 2,914千円

１年超 3,099千円

合計 6,014千円



(税効果会計関係) 

  

  

第75期 
(平成17年３月31日) 

第76期
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (繰延税金資産) 

未払事業税 10,458千円

役員退職慰労引当金 30,573千円

賞与引当金 35,002千円

投資有価証券評価損 49,496千円

退職給付引当金 110,101千円

貸倒引当金 12,646千円

その他 8,978千円

繰延税金資産の小計 257,258千円

評価性引当額 △209,839千円

繰延税金資産の合計 47,419千円

  

(繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 △88,425千円

繰延税金負債の合計 △88,425千円

繰延税金負債の純額 △41,006千円

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (繰延税金資産) 

  

未払事業税 10,087千円

役員退職慰労引当金 46,817千円

賞与引当金 41,147千円

投資有価証券評価損 23,970千円

退職給付引当金 109,931千円

その他 26,097千円

繰延税金資産の小計 258,052千円

評価性引当額 △33,931千円

繰延税金資産の合計 224,120千円

 

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △142,452千円

繰延税金負債の合計 △142,452千円

繰延税金資産の純額 81,667千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

  (調整)  

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

1.1

受取配当金等永久に益金
に算入されない項目 

△0.2

住民税均等割等 4.9

法人税特別控除額 △4.9

評価性引当額 △11.3

その他 0.2

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率 

30.5

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

 (調整)   

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

1.4 

受取配当金等永久に益金
に算入されない項目 

△0.3 

住民税均等割等 3.2 

法人税特別控除額 △6.3 

評価性引当額 △45.3 

その他 0.5 

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

△6.1 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

  

項目 
第75期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 163円54銭 165円84銭

１株当たり当期純利益 8円55銭 21円76銭

  
第75期

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(千円) 176,699 412,278

普通株主に帰属しない金額(千円) 19,500 22,000

(うち利益処分による役員賞与金(千円)) (19,500) (22,000)

普通株式に係る当期純利益(千円) 157,199 390,278

普通株式に係る期中平均株式数(千株) 18,394 17,933

第75期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第76期
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 株式会社バナーズ株式の取得について 

当社は、平成18年５月19日開催の取締役会において、

当社の大株主(主要株主)である株式会社バナーズ株式

1,000千株を約400,000千円で取得することを決議致しま

した。なお、平成18年６月５日付で株式会社バナーズ株

式500千株を195,160千円で取得しており、残り500千株

についてはその取得の為、当該株式をオリエント証券株

式会社に担保提供しております。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

㈱東京都民銀行 51,396 277,024

TOKYO TOMIN PREFERRED 
CAPITAL (CAYMAN) LIMITED 

9 90,000

㈱新川 14,850 48,262

㈱ミレアホールディングス 18 43,920

因幡電機産業㈱ 7,865 35,235

森尾電機㈱ 100,000 28,300

㈱戸上電機製作所 93,000 21,948

大崎電気工業㈱ 15,706 20,936

㈱八十二銀行 11,550 10,937

㈱日立製作所 10,500 8,746

その他(23銘柄) 114,854 53,501

小計 419,749 638,812

計 419,749 638,812

種類及び銘柄 投資口数
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

(証券投資信託の受益証券)

大型株ファンド 10,000口 7,710

小計 10,000口 7,710

計 10,000口 7,710



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

３ 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省

略しております。 

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 549,401 21,970 755 570,616 389,077 16,282 181,538

 構築物 21,728 1,282 ― 23,010 18,111 642 4,899

 機械装置 207,288 9,738 15,140 201,886 163,705 7,507 38,180

 車両運搬具 6,123 438 550 6,011 4,845 572 1,166

 工具 1,868,140 28,802 2,611 1,894,332 1,758,783 46,802 135,549

 什器備品 96,768 5,500 7,261 95,007 80,493 3,780 14,513

 土地 77,272 ― ― 77,272 ― ― 77,272

 建設仮勘定 5,275 2,755 5,881 2,149 ― ― 2,149

有形固定資産計 2,831,999 70,486 32,199 2,870,287 2,415,016 75,587 455,270

無形固定資産       

 借地権 ― ― ― 5,000 ― ― 5,000

 ソフトフェア ― ― ― 579 119 119 460

 電話加入権 ― ― ― 13,030 ― ― 13,030

無形固定資産計 ― ― ― 18,609 119 119 18,491

長期前払費用 9,132 788 472 9,448 7,411 1,192 2,037

建物 工場の照明工事、エレベータ修繕 9,500千円

工具 接続機器製品の金型の購入 16,960千円

機械装置 自動倉庫システムの除却 15,000千円



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 当期末における自己株式は1,724,016株であります。 

２ 任意積立金の増加の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、一般債権に係る洗替額1,866千円及び債権の回収等による取崩額17,889千円でありま

す。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (千円) 1,216,000 ― ― 1,216,000

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (18,676,350) (―) (―) (18,676,350)

普通株式 (千円) 1,216,000 ― ― 1,216,000

計 (株) (18,676,350) (―) (―) (18,676,350)

計 (千円) 1,216,000 ― ― 1,216,000

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金)      

株式払込剰余金 (千円) 615,181 ― ― 615,181

計 (千円) 615,181 ― ― 615,181

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (千円) 304,000 ― ― 304,000

(任意積立金)      

別途積立金 (千円) ― 300,000 ― 300,000

計 (千円) 304,000 300,000 ― 604,000

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 39,422 1,298 ― 19,755 20,965 

賞与引当金 86,000 101,100 86,000 ― 101,100 

役員退職慰労引当金 75,120 39,909 ― ― 115,030 

投資損失引当金 10,000 ― ― ― 10,000 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 受取手形 

(イ)(相手先別内訳) 

  

  

(ロ)(期日別内訳) 

  

  

区分 金額(千円)

現金 4,788

預金の種類  

当座預金 576,169

普通預金 636

定期預金 519,000

計 1,098,805

合計 1,103,594

相手先 金額(千円) 相手先 金額(千円) 

丸吉電機㈱ 40,620 テルヤ電機㈱ 28,084 

トーヨーコーケン㈱ 36,696 三光電業㈱ 26,945 

昭和電機産業㈱ 29,535 その他 525,570 

  計 687,453 

期日 金額(千円) 期日 金額(千円) 

平成18年４月 179,259 平成18年７月 159,526 

  〃  ５月 166,922 〃 ８月 18,060 

  〃  ６月 163,685 計 687,453 



ハ 売掛金 

(イ)(相手先別内訳) 

  

  

(ロ)(売掛金の発生及び回収並びに滞留状況) 

  

  

ニ 商品 

  

  

ホ 製品 

  

  

相手先 金額(千円) 相手先 金額(千円) 

日立アプライアンス㈱ 38,192 DUCT-O WIRE CO.,LTD. 23,379 

因幡電機産業㈱ 36,855 その他 670,472 

㈱荏原製作所 27,870   

YEK YEU MERCHADISING.INC 25,845 計 822,616 

前期繰越高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

819,953 6,466,861 6,464,198 822,616 88.7 46.4

区分 金額(千円)

接続機器及び盤用資材 47,633

開閉器及びスイッチ 26,777

電源・電子機器及び計測器 86,857

制御盤及びシステム機器 63

計 161,331

区分 金額(千円)

接続機器及び盤用資材 237,299

開閉器及びスイッチ 124,423

電源・電子機器及び計測器 28,792

制御盤及び計測器 14,954

計 405,470



へ 原材料 

  

  

ト 仕掛品 

  

  

チ 関係会社株式 

  

  

区分 金額(千円)

主要原材料 20,589

絶縁部品 1,024

プレス部品 1,418

電気部品 27,426

接点 2,414

巻線部品 801

板金塗装 2,145

その他 55,027

計 110,849

区分 金額(千円)

接続機器他 6,792

計 6,792

銘柄 金額(千円)

SIAM ORIENT ELECTRIC CO.,LTD. 339,551

㈱日信興産 71,304

春日システムサービス㈱ 10,000

KASUGA ELECTRIC (THAILAND) CO.,LTD. 1,640

計 422,495



(b) 負債の部 

イ 支払手形 

(イ)(相手先別内訳) 

  

  

(ロ)(期日別内訳) 

  

  

ロ 買掛金 

  

  

ハ 短期借入金 

  

  

相手先 金額(千円) 相手先 金額(千円) 

東洋電機㈱ 58,341 ㈱プリンテック 27,388 

IDEC㈱ 30,925 ㈲東光変圧器 20,534 

㈱久野電機製作所 28,149 その他 186,800 

  計 352,140 

期日 金額(千円) 期日 金額(千円) 

平成18年４月 88,721 平成18年７月 81,139 

  〃  ５月 83,857 〃 ８月 8,200 

  〃  ６月 90,221 計 352,140 

相手先 金額(千円) 相手先 金額(千円) 

㈱日信興産 105,298 春日システムサービス㈱ 18,798 

SIAM ORIENT  
ELECTRIC CO.,LTD. 

58,869 東洋電機株式会社 14,043 

日本ワイドミュラー㈱ 38,216 その他 128,187 

  計 363,413 

借入先 金額(千円)

㈱東京都民銀行 16,000

㈱三菱東京UFJ銀行 64,000

㈱八十二銀行 62,000

㈱三井住友銀行 60,000

㈱りそな銀行 110,000

計 312,000



ニ 長期借入金 

  

  

借入先 金額(千円)

㈱東京都民銀行 204,944

㈱三菱東京UFJ銀行 114,200

日本生命保険相互会社 29,150

計 348,294



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、５株券、１株券及び
1,000株未満の株式の数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 三菱信託銀行株式会社 

  取次所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 １件につき3,000円 

  株券登録料 １株につき500円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 三菱信託銀行株式会社 

  取次所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 

１単元当たりの買取手数料を以下の算式により算定し、これを買い取った単元未満株

式の数で按分した金額とする。 

(算式)１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた金額のうち 

    (円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。) 

    ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円と

する。 

100万円以下の金額につき 1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定(主要株主の異動)
に基づく臨時報告書であります。 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定(主要株主の異動)
に基づく臨時報告書であります。 

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第75期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

            

(2) 
  

臨時報告書 
  

    平成17年９月16日 
関東財務局長に提出。 

            

(3) 
  

半期報告書 
  

(第76期中) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
平成17年12月15日 
関東財務局長に提出。 

            

(4) 
  

臨時報告書 
  

    平成18年３月28日 
関東財務局長に提出。 

            

(5) 
  

自己株券買付状況報告書 
  

    平成17年４月12日 
平成17年10月14日 
平成17年11月９日 
平成17年12月12日 
平成18年１月12日 
平成18年２月10日 
平成18年３月８日 
平成18年４月11日 
平成18年５月11日 
平成18年６月８日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

春日電機株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている春日電

機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、春

日電機株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  
  

  

平成17年６月29日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  近  藤  登 實 夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  竹     忠  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

春日電機株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている春日電

機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、春

日電機株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  
  

  

平成18年６月28日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  近  藤  登 實 夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  楠  山  正  典  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

春日電機株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている春日電

機株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第75期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、春日電

機株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  
  

  

  

平成17年６月29日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  近  藤  登 實 夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  竹     忠  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

春日電機株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている春日電

機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第76期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、春日電

機株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

  
  

  

平成18年６月28日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  近  藤  登 實 夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  楠  山  正  典  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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